
  

 

重要事項説明書 
 

この「重要事項説明書」は、「奈良県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関す
る条例」に定める「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令
第 37 号）」第 8 条の規定に基づき、（介護予防）福祉用具貸与、または特定（介護予防）福祉用具販売の
利用締結をご希望される方（以下「利用者」）に対して指定居宅サービス提供者（以下「事業者」）がサー
ビスの内容等についてご注意いただきたいことを説明するものです。 
 
１ 指定福祉用具貸与サービスを提供する事業者について 

事 業 者 名 称 有限会社 ライフステーション 

代 表 者 氏 名 吉村 貞廣 
本 社 所 在 地 
（連絡先及び電話番号等） 

奈良県香芝市下田東 1-464-1 
電話：0745-71-4346・FAX:0745-71-4353 

法人設立年月日  2000 年 10 月 27 日 
 
２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 
⑴ 事業所の所在地等 

事業所の名称   ：   有限会社 ライフステーション 
介護保険指定   ：   ２９７１０００１８３ 
事業所所在地   ：   639-0266 奈良県香芝市旭ヶ丘１丁目 31-1 
連絡先・相談担当者氏名： 0745-71-4346 管理者：吉村 貞廣 
事業所の実施地域  ：  奈良県全域・大阪府全域 
 
⑵ 事業の目的及び運営の方針 

事業の目的 
 有限会社ライフステーション（以下「会社」という）が行う指定福祉用具貸与事業（以下「事業」 
をいう）の適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、会社の専門相談 
員が、要介護状態または要支援状態にある高齢者に対し、適正な指定福祉用具貸与サービスを提供 
することを目的とします。 

  運営方針 
事業の実施にあたっては、利用者の意志及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービ 

スの提供に努めます。 
会社の専門相談員は、利用者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、 

利用者の心身の状況・希望及びそのおかれている環境を踏まえた適切な福祉用具の選定の援助・取 
付・調整等を行い、福祉用具を貸与することにより利用者の日常生活の便宜を図り、その機能回復に 
資するとともに、介護者の負担の軽減を図ります。 

事業の実施に当たっては、地域との結び付きを重視し、市町村・他の居宅サービス事業者・その他 
の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めるものとします。 

 
⑶ 事業所窓口の営業日及び営業時間 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

営 業 日 
月曜日～土曜日まで（祝日を除く） 
その他年間の休日 ８月１３日～１５日、 
       １２月３０日～１月３日 

営 業 時 間 午前９時～午後６時３０分 (土曜日 午前９時３０分～午後２時まで) 



  

 

⑷ 事業所の職員体制及び職務内容 
管理者 吉村 貞廣 

管理者 常勤１名 
１ 従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行います。 
２ 従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行います。 
福祉用具専門相談員 常勤２名 
１ 福祉用具貸与計画を作成し、利用者又はその家族に対して説明を行い、利用者の同意を得たうえで、

福祉用具貸与計画を交付します。指定特定福祉用具販売の利用があるときは、特定福祉用具販売計画
と一体のものとして作成します。 

２ 当該計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当該計画の変更を行います。 
３ 福祉用具が適切に選定され、かつ、使用されるよう、専門的知識に基づき相談に応じます。 
４ 目録等の文書を示して福祉用具の機能、使用方法、利用料等に関する情報を提供し、個別の福祉用具

の貸与に係る同意を得ます。 
５ 貸与する福祉用具の機能、安全性、衛生状態等に関し、点検を行います。 
６ 利用者の身体の状況等に応じて福祉用具の調整を行うとともに、当該福祉用具の使用方法、使用上の

留意事項、故障時の対応等を記載した文書を利用者に交付し、十分な説明を行った上で、必要に応じ
て利用者に実際に当該福祉用具を使用していただきながら使用方法の指導を行います。 

７ 利用者等からの要請等に応じて、貸与した福祉用具の使用状況を確認し、必要な場合は、使用方法の
指導、修理等を行います。 

８ 居宅サービス計画に指定福祉用具貸与が新規に必要な理由が記載されるとともに、居宅介護支援専門
員により、必要に応じて随時その必要性が検討された上で、継続が必要な場合はその理由が居宅サー
ビス計画に記載されるように、福祉用具の適切な選定のための助言、情報提供を行うなど必要な措置
を講じます。 

 
３ 提供するサービスの内容及び費用について 
⑴ 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、指定福祉用具貸与の目標、当該目標

を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した福祉用具貸与計画を作成します。 
⑵ 利用料金の額は、別途当該福祉用具が法定代理受理サービスであるときは、配布されている「介護保

険負担割合証」に基づいた負担額の支払いを受けるものとします。 
 
(3) 福祉用具専門相談員の禁止行為 

福祉用具専門相談員はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 
① 医療行為 
② 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 
③ 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 
④ 利用者の日常生活の範囲を超えたサービス提供（大掃除、庭掃除など） 
⑤ 利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食 
⑥ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保護するため緊

急やむを得ない場合を除く） 
⑦ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 

 
４ その他の費用について 
⑴ 交通費 

利用者の居宅が、通常の事業の実施地域から大きく離れている場合、運営規程の定めに基づき、交通
費の実費を請求することがあります。 

⑵ 特別搬入費 
福祉用具の搬出入に特別な措置が必要な場合（階段やエレベーターによることが困難でクレーンを使
用するなど）は、運営規程の定めに基づき、その措置に要する費用を請求します。 
なお、通常の搬出入の場合は、費用請求はしません。 

 



  

 

５ 利用料、利用者負担額（介護保険適用する場合）、その他の費用の請求及び支払い方法について 
⑴ 利用者負担額（介護保険を適用する場合）、その他の費用の請求方法等 

ア  利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）、及びその他の費用の額はサービス提供ごとに
計算し、利用月ごとの合計金額により請求します。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月 20 日までに利用者あてお届け（郵送） 
します。 

⑵ 利用者負担額（介護保険を適用する場合）、その他の費用の支払い方法等 
ア 行われたサービス提供と請求書の内容を照合のうえ、請求月の末日までに、下記のいずれかの方法

によりお支払いください。 
①  事業者指定口座への振り込み 
②  利用者指定口座からの自動振替 
③  現金支払い 

イ お支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、領収証をお渡ししますので、必ず 保
管されますようお願いします。 

利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、正当な理由がな
いにもかかわらず、支払い期日から 2 月以上遅延し、さらに支払いの督促から 30 日以内に支払いが無い場
合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払いいただくことがあります。 
 
６ サービスの提供に当たって 
⑴ サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介護認定の有

無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに変更があった場合
は速やかに当事業者にお知らせください。 

⑵ 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよ
う必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって、
必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けている要介護認定の有
効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行うものとします。 

⑶ 福祉用具専門相談員に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべて当事業者が行ない
ますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充分な配慮を行ないます。 

⑷ 福祉用具貸与計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計画の内容
に沿って作成します。 

⑸ 福祉用具貸与計画の作成に当たり、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の
同意を得ます。 

⑹ 福祉用具貸与計画は、利用者と介護支援専門員に交付します。 
⑺ 福祉用具貸与計画の作成後、当該計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当該計画の変更を行い

ます。 
⑻ 福祉用具貸与中において、医療機関に入院された場合は、早急にケアマネジャーもしくは当事業者に

ご連絡ください。当該月の介護保険給付（請求）手続きを行う期限までにご連絡を頂けなかった場合、
介護保険の給付（請求）ができずに月額レンタル料の金額（10 割）をご負担頂くことがあります。 

 
７ 虐待の防止について 
事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 
⑴  虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 ： 吉村 貞廣 
⑵ 成年後見制度の利用を支援します。 
⑶ 苦情解決体制を整備しています。 
⑷ 従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。 
 
 
 
 



  

 

８ 秘密の保持と個人情報の保護について 
⑴ 利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」、「個人情報の保護に関する
法律についてのガイドライン」及び「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた
めのガイダンス」を遵守し、適切な取扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする上で知り得た利
用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 
④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者である

期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の
内容とします。 

⑵ 個人情報の保護について 
① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、利用者の個

人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サ
ービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるものの他、電磁的記
録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を
防止するものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示することとし、開示の結
果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な
範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は利用者の負担となりま
す。) 

 
９ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定福祉用具貸与の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、利用
者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する指定福祉用具貸与の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を
速やかに行います。 

 
１０ 身分証携行義務 

福祉用具専門相談員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から提示を
求められた時は、いつでも身分証を提示します。 

１１ 心身の状況の把握 
指定福祉用具貸与の提供に当たっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じ

て、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況
等の把握に努めるものとします。 

 
１２ 居宅介護支援事業者等との連携 
⑴ 指定福祉用具貸与の提供に当たり、居宅介護支援事業者及び保健医療サービスまたは福祉サービスの

提供者と密接な連携に努めます。 
⑵ サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容を記した書面

またはその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 
 
１３ サービス提供の記録 
⑴ 指定福祉用具貸与の実施ごとに、その貸与の開始日及び終了日、種目及び品名、利用料、福祉用具の

使用状況（修理、点検結果等を含みます。）等についての記録を行うこととし、その記録はサービスを
提供した日から 5 年間保存します。 

⑵ 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求すること 
ができます。 

 



  

 

１４ 衛生管理等について 
⑴ 業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 
⑵ 事業所の設備及び備品について、衛生的な管理に務めます。 

① （自社において福祉用具の消毒・保管を行う場合） 
回収した福祉用具を、その種類、材質等からみて適切な消毒効果を有する方法により速やかに消毒
するとともに、既に消毒が行われた福祉用具と消毒が行われていない福祉用具とを区分して保管し
ます。 

②（福祉用具の消毒・保管を行う他の事業者に行わせる場合） 
福祉用具の保管又は消毒に係る業務については、他の事業者へ委託する場合があります。また、当
該委託先事業者の業務の実施状況について、定期的に確認し、その結果等を記録します。 
 

⑶事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 
① 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催すると

ともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。 
② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 
③ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 
 

１５ 業務継続計画の策定等について 
⑴ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定介護予防福祉用具貸与の提供を継続的に実

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当
該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

⑵  従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。 
⑶  定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 
 
１６ サービス提供に関する相談、苦情について 
⑴ 苦情処理の体制及び手順 

ア 提供した指定福祉用具貸与に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口
を設置します。（下表に記す【事業者の窓口】のとおり） 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 
苦情申立の窓口 

【事業者の窓口】 
有限会社 ライフステーション 
緊急・夜間連絡先 管理者 吉村 貞廣 

所 在 地 奈良県香芝市旭ヶ丘 1-31-1 
電話番号 0745-71-4346 
電話番号 090-3281-1431 

【市町村（保険者）の窓口】 
香芝市 健康部 介護福祉課 

  

所 在 地 奈良県香芝市逢坂一丁目 374 番地 1 
     （総合福祉センター） 
電話番号 0745-79-7521 

【公的団体の窓口】 
奈良県国保連合会 
 

所 在 地 奈良県橿原市大久保町 302-1 
     （奈良県市町村会館） 
電話番号 0744-29-8319 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


